
○幸田町心身障害者扶助費支給要綱 

昭和５７年 

第６号 

改正 平成２年第１４号 

平成３年第４３号 

平成９年第３７号 

平成１１年第２７号 

平成１２年第２２号 

平成１４年第３１号 

平成２４年第１９号 

幸田町心身障害者扶助費支給要綱（昭和４８年幸田町要綱第１１号）の全部を改正する。 

（目的） 

第１条 この要綱は、心身の障害により、精神的、肉体的又は経済的に被る心労に対して、そ

の自立の助長その他の福祉の増進を図ることを目的とする。 

（支給要件） 

第２条 幸田町心身障害者扶助費（以下「扶助費」という。）は、町内に住所を有し、次の各

号のいずれかに該当する者（以下「支給対象者」という。）に支給する。 

（１） 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項の規定による身体

障害者手帳の交付を受けている者 

（２） 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第１２条に規定する児童相談所又は知的

障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）第１２条に規定する知的障害者更生相談所にお

いて判定を受けた者で、療育手帳の交付を受けている者 

（３） 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）第４５条

第２項の規定による精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、支給対象者としない。 

（１） 介護人が幸田町家族・在宅介護手当支給要綱（平成１２年幸田町要綱第１８号）第

７条第１項の規定による手当を受給している者 

（２） 児童福祉法第４２条に規定する障害児入所施設及び同法第４３条に規定する児童発

達支援センターに入所中の者 

（３） 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第３８条第２項に規定する救護施設、同

条第３項に規定する更生施設及び同条第４項に規定する医療保護施設に入所中の者 

（４） 身体障害者福祉法第５条に規定する身体障害者社会参加支援施設（通所施設を除く。）

に入所中の者 



（５） 障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第５条第１２項に規定する障害者

支援施設（通所施設を除く。）に入所中の者 

（６） 老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第１５条の規定により設置された特別養

護老人ホーム及び養護老人ホームに入所中の者 

（７） 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８条第２４項に規定する介護保険施設に

入所又は入院中の者 

（８） 新たに身体障害者手帳、療育手帳又は精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた日に

おける年齢が６５歳以上である者 

（９） 町内に住所を有することとなった日における年齢が６５歳以上である者 

（申請及び手当管理者の指定） 

第３条 支給対象者が扶助費の支給を受けようとするときは、幸田町心身障害者扶助費支給申

請書（様式第１号）により町長に申請しなければならない。 

２ 支給対象者が扶助費を管理できないときは、同居している配偶者、親権を行う者、後見人

又は支給対象者を現に監護している親族の中から指定受取人（以下「手当管理者」という。）

を１人指定することができる。 

（決定） 

第４条 町長は、前条の規定による申請があったときは、審査決定し、その結果を申請を受理

した日の翌日から起算して１４日以内に幸田町心身障害者扶助費支給 決定・却下 通知書

（様式第２号）により申請者に通知するものとする。 

（扶助費の支給） 

第５条 町長は、前条の規定により支給決定した者（以下「受給権者」という。）に対し、予

算の範囲内において扶助費を支給する。 

２ 扶助費の支給は、第３条の規定による申請を受け付けた日の属する月から始め、支給すべ

き事由が消滅した日の属する月で終わるものとする。 

３ 扶助費の額は、第２条の障害者１人につき次のとおりとする。 

（１） 障害等級１級の者 月額 ４，０００円 

（２） 障害等級２級の者 月額 ３，５００円 

（３） 障害等級３級の者 月額 ３，０００円 

（４） 障害等級４級の者 月額 ２，５００円 

（５） 障害等級５級の者 月額 ２，０００円 

（６） 障害等級６級の者 月額 ２，０００円 

（７） 療育手帳A判定の者 月額 ４，０００円 

（８） 療育手帳B判定の者 月額 ３，５００円 



（９） 療育手帳C判定の者 月額 ３，０００円 

（１０） 第４号から第６号までに該当する者のうち、２０歳未満の者 月額 ３，０００

円 

４ 扶助費は、９月と翌年３月にその月までに支給すべき扶助費を口座振替の方法により支払

う。ただし、支給すべき事由が消滅したときは、支払月でない月であっても支払うことがで

きる。 

５ 扶助費の支払をしたときは、幸田町予算決算会計規則（昭和４１年幸田町規則第５号）で

定める様式により、受給権者又は手当管理者（以下これらの者を「受給権者等」という。）

に対し、通知するものとする。 

６ 第３項各号の２以上に該当する者の扶助費の額は、当該扶助費の額のうち月額の最も高い

額とする。 

７ 等級が変更されたことにより、支給月額が増額となるべき者のうち、当該等級変更のあっ

た日の年齢が、６５歳以上である者に支給する月額は、第３項の規定にかかわらず、６５歳

に到達した日において支給を受けていた月額とする。 

（受給資格等の変更の届出） 

第６条 受給権者等は、住所、氏名若しくは支払を受ける金融機関を変更したとき又は身体障

害者手帳若しくは療育手帳の等級等に変更があったときは、３０日以内に幸田町心身障害者

扶助費変更届（様式第３号）を町長に提出しなければならない。 

（受給資格喪失の届出） 

第７条 受給権者等は、受給権者が次の各号のいずれかに該当するに至ったときは、３０日以

内に幸田町心身障害者扶助費受給資格喪失届（様式第４号）を町長に提出しなければならな

い。 

（１） 幸田町内に住所を有しなくなったとき。 

（２） 死亡したとき。 

（３） 第２条第２項各号のいずれかに該当したとき。 

（受給資格喪失の通知） 

第８条 町長は、受給資格が消滅したにもかかわらず、前条の規定による届出が行われていな

いことを確認したときは、幸田町心身障害者扶助費受給資格喪失通知書（様式第５号）によ

り受給権者等（前条第２号に該当する場合は、その遺族）に通知するものとする。 

（支給の制限） 

第９条 町長は、受給権者等が扶助費を第１条に規定する目的以外に使用していると認める場

合は、その間その者に対する扶助費の全部又は一部を支給しないことができる。 

（未支払の扶助費） 



第１０条 町長は、受給権者が死亡した場合においてその者に支払うべき手当で支払っていな

かったものがあるときは、当該受給権者と生計を一にしていた遺族に未支払の扶助費を支給

することができる。 

（不正利得の返還） 

第１１条 町長は、偽りその他不正の手段により扶助費の支給を受けていた者があるときは、

その者に既に支給された扶助費の全部又は一部を返還させることができる。 

（雑則） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が定めるものとする。 

附 則 

この要綱は、昭和５７年４月１日から施行する。 

附 則（平成２年第１４号） 

この要綱は、平成２年４月１日から施行する。 

附 則（平成３年第４３号） 

この要綱は、平成３年４月１日から施行する。 

附 則（平成９年第３７号） 

この要綱は、平成９年４月１日から施行する。 

附 則（平成１１年第２７号） 

この要綱は、平成１１年４月１日から施行する。 

附 則（平成１２年第２２号） 

この要綱は、平成１２年４月１日から施行する。 

附 則（平成１４年第３１号） 

この要綱は、平成１４年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年第１９号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際現に存するこの要綱による改正前の様式第１号から様式第５号までの

用紙は、当分の間、使用することができる。 



 



 



 



 



 



様式第１号（第３条関係） 

様式第２号（第４条関係） 

様式第３号（第６条関係） 

様式第４号（第７条関係） 

様式第５号（第８条関係） 

 


